
青森保健 大雑 誌　 7(1),153-156,2006

〔論説〕

過疎地における訪問理学療法の実践

川 口 徹1)
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      in the Depopulated Area

キーワー ド:① 訪問理学療法　②過疎地　③在宅ケア

I.は じめに

　診療上、あるいは介護保険上で展開されるような、い

わゆる諸制度上で行われるリハビリテーション活動にお

いて、訪問リハ ビリテーションとは、在宅を訪問 して行

われるリハビリテーション活動である。表題にある訪問

理学療法 という言葉 は制度上で謳われている言葉ではな

い。 したがって、その解釈 としては、理学療法士が訪問

リハ ビリテーションを行い、理学療法知識や技術 を提供

することと考えたい。訪問リハビリテーションは、医療

保険あるいは介護保険の中に位置づけられてお り、理学

療法士 または作業療法士等が在宅を訪問 して行 う在宅 リ

ハビリテーション活動である。 したが って、それ らが充

実するためには、診療報酬あるいは介護報酬によって収

益が得 られる必要がある。 また、人材の確保 も必要にな

る。そのため、一般的にその整備は進 んでいるとは言 え

ない。

　特 に人口過疎地 においては、 リハ ビリテーシ ョンを

行っている施設が少なく、専門職の人数が少ない ことか

ら、訪問 リハ ビリテーシ ョンまで手が回らない場合が多

い。一般に訪問リハビリテーションでは、通院あるいは

通所 によるリハビリテーションと異なり、より日常生活

に密着 した指導等により、より具体 的な生活方法の獲得

に主眼が置かれることが多い。そ して、ある一定の頻度

と時間により、訪問リハビリテーションが計画 される。

しか し、その制度が充実 していない場合 は、その訪問す

る頻度 を少なくし、その内容 も工夫する必要があると考

える。今回は、その訪問理学療法例 を提示 し、在宅にお

いて実際にどのようなことを行 ったのかを報告 し、頻回

に訪問できない場合の理学療法の可能性を検討 した。

Ⅱ.実 際の訪問理学療法の現状

　本稿での訪問理学療法活動は、平成11年 度か ら平成13

年度 にかけて行われた 「ケアマネジメントの地域実践計

画 と教育方法改善に関する研究」とい う青森県立保健大

学健康科学特別研究 として行われた もので、大間町を対

象 とした。その後の平成14年 度は、「地域のケアマネジメ

ン トにおけるリハビリテーションの有効性 と教育方法に

関する研究」 という同特別研究の異なる研究課題で継続

して行われ続けて きた。平成15年 か らは、大学の地域貢

献の一部 として、健康科学教育センター研修科の下北支

援プロジェク トとして大間町における訪問理学療法が継

続された。平成16年 度からは、大間病院でリハ ビリテー

ション部門が設置され、理学療法士お よび作業療法士が

常勤であるということで発展的に解消された。

　この実際の訪問理学療法活動は、平成11年10月 から開

始され、当大学の理学療法士がほぼ1ヶ 月に1回 大間町

に赴 き、実際に生活困難な人の自宅等に訪問 し、約40分

か ら60分程度の指導 を行うものであった。大問町役場の

体制であるが、保健福祉課の保健師1名 が専任の担当 と

な り、訪問理学療法が必要な人を把握 し、対象者の調整

を行 ってきた。また、実際の訪問時 もメディカルチェッ

クを行 うなど、円滑 な訪問理学療法の実施がサポー トさ

れて きた。理学療法士 と保健師の連絡 はファクシミリで

の連絡が多 く、必要 に応 じて電話 による打ち合 わせ を

行 った。

　訪問理学療法は、平成16年3月 は、訪問理学療法 を受

けた多 くの障害者宅に訪問 して大問病院のリハ ビリテー

シ ョン部開設 のお知 らせ と、その利用 を勧 めるもので

あったため、実際の訪問理学療法 は平成11年10月 から平

成16年2月 までとした。訪問件数は262件 、訪問 した障害

者は51名(男 性23名 、女性28名)で あった。主な疾患内

訳 を見る と、脳卒 中が34名(67%)、 痴呆症が3名(6

%)、 その他が14名(27%)で あり、脳卒中の占める割合

が多かった。その他の内訳は、変形性股関節症、リウマ

チ、胸椎カリエスなどの整形外科的疾患のほかに、コル

ネリア ・デ ・ランゲ症候群 といった先天性疾患、お よび

1)青 森県立保健大学健康科学部理学療法学科

Department of Physical Therapy, Faculty of Health Sciences, Aomori University of Health and Welfare

一153一



脳性麻痺 などと疾患が多岐にわたっていた。年齢お よび

男女別訪問理学療法実施件数(表1)を みると、60歳 以

上の高齢障害者が概 して多かった。 しか し、60歳 未満の

者 もお り、幅広い年齢層であった。

表1　 年齢および男女別訪問理学療法対象者数(n=51)

年齢(歳)

男性(人)

女性(人)

～59

7

8

60～69

7

3

70～79

6

9

80～

3

8

計

23

28

Ⅲ.研 究目的および方法

　前述 したような訪問理学療法活動を通 して、理学療法

過疎地での訪問頻度が少 ない訪問理学療法の可能性 を検

討することを目的 とした。多 くとも1ヶ 月に1回 の割合

でしか訪問理学療法が行 えない状況で、どのような効果

を生むのかをこれまで訪問 してきた対象者の中で任意に

3例 の事例を抽出 し、診療記録簿等からretrospectiveに

検討 した。

Ⅳ.結 果

　 1.脳 卒中右片麻痺のAさ んの場合

　 Aさ んは昭和61年 に脳出血を発症 した男性で、訪問時

は75歳 であった。発語は困難であったが、こちらの言 う

ことは理解可能で、座位保持が可能であった。麻痺側の

右股 ・膝関節の屈曲拘縮が強 くなったため訪問理学療法

を希望 した。生活空間は畳上での生活であり、胡座で生

活 していた(図1)。 床上の移動は介助であ り、妻が介護

起 きあが り練習、5)立 位保持運動であった。異常筋緊

張の緩和を主目的 とした。

　本事例に対する理学療法は、身体機能に積極的にアプ

ローチ して動作 を獲得 しようとい うものではなかった

が、訪問するたびに介助者である妻か ら聞き取 りによる

事例 の状態把握 をす る時にあわせて介助指導 をお こな

い、在宅障害者の身体機能に対する不安感への援助をお

こなうことができた。心配された右股 ・膝関節の屈曲拘

縮の悪化 はなかった。

　 2.脳 卒中右片麻痺のBさ んの場合

　 Bさ んは平成15年 に脳梗塞 を発症 した女性で、現在72

歳である。コミュニケーシ ョンは良好であり、椅子坐位

保 持 も良好 であ ったが、車椅 子ベ ッ ド間の トランス

ファーは近位監視が必要であった。右上下肢の筋収縮は

低いため独立 した立位保持は不能で、つかまり立位保持

が可能であった。主たる介助者は同居 している娘であっ

た。脳梗塞 を発症 してす ぐに函館N病 院に入院して理学

療法がおこなわれ、3ヶ 月後 に自宅に戻 り、訪問理学療

法を希望 した。家では居間のソファーに座って一 日を過

ごすことが多 く、立位保持のための長下肢装具が途中で

完成 した。主な理学療法プログラムは、1)右 上下肢の

他動的関節可動域運動と自己他動的関節可動域運動の指

導(図2)、2)椅 子からの立ち上が り運動、3)立 位保

図2　 肩関節屈曲の自己他動的関節可動域運動

図1　 床上坐位姿勢

者 であ った。主 な理学療 法 プログ ラムは、1)リ ラ クゼー

シ ョン、2)筋 ス トレッチ、3)関 節 可動 域運動 、4)

持運動、4)長 下肢装具装着による介助歩行練習であっ

た。安定 した トランスファーを主 目的とした。

　本訪問理学療法により、長下肢装具装着で介助 をすれ

ば歩行が可能 となった。関節可動域はほぼ維持 され、運

動機能 も悪化せず維持されていた。

　 3.重 症心身障害児のCさ んの場合

　 Cさ んは平成3年1月26日 生まれで現在14歳 である。

生 まれたときか らの運動障害があ り、麻痺のタイプは痙
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直型四肢麻痺であった。意志疎通が不能で、自発的な運

動は上肢 を動か して頭をか くことだけであり、いわゆる

重症心身障害児であった。通常は背臥位で股関節屈曲 ・

やや外転位、膝関節屈曲位、肩関節屈 曲位、肘関節屈曲

位のポジションであった。基本動作は全介助であ り、栄

養は鼻腔チューブで流動食であった。呼吸時には喘鳴が

聞こえることが多 く、呼吸自体 も不規則で浅かった。主

な理学療法プログラムは、1)全 身の他動的関節可動域

運動(図3)、2)腹 臥位保持、3)胡 座坐位保持、4)

図3　 他動的関節可動域運動

呼吸理学療法であった。全身の関節可動域の悪化を予防

し、 さまざまな姿勢 をとらせることにより、よい呼吸 と

排痰 を促すことを主目的とした。

　本事例の運動機能お よび関節拘縮の程度 は変化がな

かったが、腹臥位姿勢にも慣れてリラックスがで きるよ

うにな り、呼吸時にみ られた喘鳴が軽減 した。ほんのわ

ずかな呼吸機能の改善であったが、QOLを 少 しでも高

めることがで きた。

Ⅴ.考 察

　本訪問理学療法対象者はすべて大間町在住である。 し

たがって、前述 したように介護保険サービスの種類 に制

限があるという地域的事情がある。つ まり、通所 リハ ビ

リテーションおよび訪問 リハ ビリテーシ ョンのサービス

がない ということである。本事例以外で も多 くの人が介

護保険の対象であ り、実際に介護保険によるサービスを

受けているが運動機能をケアするサービスがないため、

サービスが不十分である場合 もあると考える。特に、S

Nさ んのように、脳梗塞 を発症 してか ら半年以内に、急

性期のリハビリテーションが行われただけで在宅に戻 る

場合、運動機能を中心 とした潜在能力が生かされないま

ま退院 して しまう場合がある。

　低頻度の訪問理学療法でおこなえることはほんのわず

かである。 しか し、それで も訪問理学療法を心待ちにし

ている在宅障害者の方がお り、確実にQOLを 高めてい

ると言える。運動機能面でケアされているという安心感

は、事例だけでなくむ しろその介助者に強 くあるように

考 えられた。訪問理学療法指導で行われる技術面だけで

なく、理学療法士が行 う励 ます声がけや 「大丈夫ですね」

という一言が在宅障害者の支えになっていると考えられ

た。また、本訪問理学療法の回数に制限はあったものの

運動機能の維持は可能であ り、有効性が示唆された と考

える。理学療法は、技術面だけでなく精神面か らのアプ

ローチが重要であ り、家庭でのホームエクササイズの指

導 と、それを行 うための環境作 りを指導することにより、

対象者とその介護者が積極的に障害 と向き合って生活で

きると考えられた。

　今 までの病院の リハ ビリテーション部門での理学療法

士は、病院内にとどまった理学療法だけ しか展開で きな

かった場合が多い。言い換えるならば、受身的な立場で

いると病院内だけの診療で手一杯 ということにな りかね

ない。つまり、理学療法士が存在 していて も訪問リハ ビ

リテーションが行われてお らず、その地域に在住する障

害者を中心 とした住民へのケアが片手落ちであると考え

られて も仕方のない状況を多 く見る。伊藤 ら1)は 、医療

機関に所属する理学療法士の退院患者 に対する責任を強

く提示 している。言い換 えるならば、地域に密着 しなけ

ればならないような病院の理学療法士が病院診療 とい う

狭い活動範囲にとどまることは、その周辺地域に在住 し

ている障害者 を中心 とした住民の期待 を裏切ることにな

ると解釈できる。積極的に地域 に出向き、地域住民のケ

アに参加することが望 まれる。　　　　　　　　　　 ・

　鶯ら2)は 、理学療法士の訪問活動は高齢障害者の在宅

生活を支援するためには必要不可欠 とまで言い切ってい

る。特に閉 じこもりがちになる高齢障害者には、手厚い

ケアが必要であることを示唆 している。これらのことか

ら、これらにかかわる理学療法士の役割は大 きく、通院

できるシステムを考え、通院で きない障害者には訪問理

学療法 までを視野に入れた、総合的なリハビリテーショ

ンケアのシステム作 りが必要 と考 える。このシステムを

さらに強固なものにしてい くためには、地方公共団体の

保健師や関係諸機 関お よびその専 門職 と連絡 を取 り合

い、在宅障害者を支えるネットワーク作 りも必要である。

これか らの訪問理学療法を含めた在宅ケアの問題 として

考えてい く必要があると考える。

Ⅵ.お わ りに

　平成18年4月 から医療報酬および介護報酬体系が改正

された。診療報酬で理学療法をみると、障害となる疾病

が発症 してか ら5～6ヶ 月など、一定期間が過 ぎると診

療報酬請求ができな くなるシステムになった。つ まり、

病院での医学的リハビリテーシ ョンにおいて、疾病の慢

性期は対象 とはならないとい うことを明文化 したもの と

考える。そ して、疾病の慢性期では、ケアは介護保険に

移行することが求め られていると言える。加えて、介護
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保険では在宅ケアの重要性がはっきりと打ち出されてき

ている。既存の病院あるいは施設中心の理学療法か ら訪

問理学療法にシステムを転換 してい く必要がある。低頻

度の訪問でも一定の効果がある訪問理学療法が充実 して

い くことのよって、在宅ケアの一翼を強 く担 うことを願

いたい。
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